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ち,この状態は,当該締約国の議定書批准の後 り,不当な遅延 として選択議定書第 4条 1項の
も継続 している｡離婚についての裁判が 1年間 例外に該当すると考えられる｡
で決着 したのであれば,5年間もかかっている (担当 :近江美保)
国内救済手続はそれ自体が深刻な人権侵害であ
